
＜月次報告様式（新様式　令和５年４月～）＞
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1 R7.5.23 R7.6.6

宗教法人「○○」規則、宗教法人
「○○」規則変更事項、令和○年
○月○日付事務所備付書類の
写しの提出について（令和３年
度）、令和○年○月○日付事務
所備付書類の写しの提出につい
て（令和４年度）、令和○年○月
○日付事務所備付書類の写しの
提出について（令和５年度）

35 1 1 1 1 1

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため
（７条３号）
宗教法人の事業活動に関する情報であり、宗教行為及び信仰
に関連する情報が含まれているため、公にすることにより当該
法人の権利その他利益が損なわれると認められるため
（７条４号）
偽造等による犯罪の防止に支障を及ぼすおそれがあると認め
られるため
（７条６号）
宗教法人の事務運営に関する情報であり、法人が規則等に
従ってその目的に沿った活動を行っていることを所轄庁が把
握するために提出を義務づけている書類であって、公にするこ
とは、宗教法人の所轄庁への信頼を損ない、宗務行政の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

生活文化局都民
生活部管理法人
課

2 R7.4.11 R7.6.10

東京都配偶者暴力被害者等
セーフティネット強化支援交付金
に関して、東京都が作成・取得し
た書類の文字通りの全て、ただ
し請求人が過去に取得した文書
は除く。

85 1
生活文化局都民
生活部男女平等
参画課

3 R7.4.11 R7.6.10

東京都配偶者暴力被害者等
セーフティネット強化支援交付金
に関して、東京都が作成・取得し
た書類の文字通りの全て、ただ
し請求人が過去に取得した文書
は除く。

1550 1 1 1 1

（７条２号）
公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあると
認められるため。
（７条４号）
公にすることにより、特定の個人の行動予定等が明らかにさ
れ、その結果これらの人々が犯罪の被害者となるおそれがあ
ると認められるため。
（７条６号）
非公開の審査委員会の情報であり、公にすることにより、委員
との信頼関係を損ね、審査委員会の開催が困難となるおそれ
があると認められるため。

生活文化局都民
生活部男女平等
参画課

4 R7.6.17 R7.6.19
令和６年度定期購読図書類一覧
令和７年度定期購読図書類一覧

2 1
生活文化局総務
部総務課
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5 R7.6.5 R7.6.19 宗教法人「○○」の現在の規則 5 1 1 1

（７条２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため
（７条４号）
偽造等による犯罪の防止に支障を及ぼすおそれがあると認め
られるため

生活文化局都民
生活部管理法人
課

6 R7.5.26 R7.6.20

（１）「○○○○○○○協会事務
局運営（○○氏）と○○○○○○
が特別永住者３世（韓国籍）のボ
ランティア活動を阻害すること」を
都が是認することがわかる文書
（２）「○○○○○○○協会が外
国籍住民（特別永住者）による多
文化共生活動を否認すること」を
都が是認することがわかる文書

1
生活文化局都民
生活部地域活動
推進課

7 R7.4.24 R7.6.23

令和5年度　東京都配偶者暴力
被害者等セーフティネット強化支
援交付金に関して、東京都が取
得、作成した公文書全て

226 1
生活文化局都民
生活部男女平等
参画課

8 R7.4.24 R7.6.23

令和5年度　東京都配偶者暴力
被害者等セーフティネット強化支
援交付金に関して、東京都が取
得、作成した公文書全て

1656 1 1 1 1 1

（７条２号）
・公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがある
と認められるため。
・特定の個人を識別することができる、又は特定の個人を識別
することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利
利益を害するおそれがあると認められるため。
（７条３号）
公にすることにより、法人の事業運営上の地位その他社会的
な地位が損なわれると認められるため。
（７条４号）
・公にすることにより、特定の個人の行動予定等が明らかにさ
れ、その結果これらの人々が犯罪の被害者となるおそれがあ
ると認められるため。
・公にすることにより、法人印の偽造、その他の公共の安全と
秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると認められるため
（７条６号）
・公にすることにより、事務又は事業の適正な遂行に支障を及
ぼすおそれが認められるため。
・非公開の審査委員会の情報であり、公にすることにより、委
員との信頼関係を損ね、審査委員会の開催が困難となるおそ
れがあると認められるため。

生活文化局都民
生活部男女平等
参画課
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9 R7.6.14 R7.6.27

○○年○○月○○日に被害児
童の保護者が提出しましたいじ
め被害児童の〇〇の保護者〇
〇による「〇〇に対する、〇〇お
よびいじめ主体たる児童と共同
して行われたその保護者〇〇に
よるいじめの重大事態発生の通
報」に基づき、〇〇学校による、
・いじめ防止対策推進法28条１
項１号２号
該当事案として
・同法31条１項に基づく
「重大事態が発生した旨を」〇〇
「を所管する」東京「都知事への
報告」を○○年○○月○○日
に、東京都生活文化スポーツ局
私学課へ書面で行ったその報告
文書

1 1

（７条２号）
請求内容は特定の個人を識別できるものであり、当該公文書
が存在しているか否かを答えるだけで、東京都情報公開条例
第７条第２号に規定する「個人に関する情報で、特定の個人を
識別することができるもの」として個人の権利利益を害するお
それのある情報を公にすることになるため。

生活文化局私学
部私学行政課

10 R7.5.26 R7.6.30

令和６年度における、都から（公
財）東京都つながり創生財団へ
の補助金（事業費）
の交付決定に係る起案文書

44 1
生活文化局都民
生活部管理法人
課

11 R7.5.26 R7.6.30

令和６年度における、都から（公
財）東京都つながり創生財団へ
の補助金（事業費）の額の確定
に係る起案文書（令和６年度に
おける、当該補助金に係る（公
財）東京都つながり創生財団の
実績報告書を含む）

72 1 1 1

（７条２号）
・個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
・特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を
識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の
権利利益を害するおそれがあるため
(７条３号）
・公表を前提としていない具体的な相談内容に関する記載で
あり、公にすることにより、相談者から当該財団へ苦情が寄せ
られる等、法人の事業運営上の地位その他社会的な地位が
損なわれると認められるため

生活文化局都民
生活部管理法人
課


